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中島弘雅教授 履歴・業績

履 歴

昭和２９（１９５４）年３月１０日 兵庫県（旧）城崎郡生まれ

［学歴］

昭和４７（１９７２）年３月 兵庫県立八鹿高等学校卒業

昭和５１（１９７６）年３月 東北大学法学部法学科卒業

昭和５４（１９７９）年３月 東北大学大学院法学研究科博士（前期）課程修了

（法学修士）

［職歴］

昭和５４（１９７９）年４月 岩手県立盛岡短期大学（専任）講師

～昭和５７（１９８２）年３月

昭和５７（１９８２）年４月 小樽商科大学商学部（専任）講師

～昭和５８（１９８３）年９月

昭和５８（１９８３）年１０月 小樽商科大学商学部助教授

～昭和６１（１９８６）年９月

昭和５９（１９８４）年９月 東京大学法学部内地研究員

～昭和６０（１９８５）年３月

昭和６１（１９８６）年１０月 島根大学法文学部助教授

～平成２（１９９０）年３月

平成２（１９９０）年４月 筑波大学社会科学系助教授

～平成７（１９９５）年３月
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平成７（１９９５）年４月 東京都立大学法学部教授

～平成１６（２００４）年３月

平成９（１９９７）年９月 Academic Visitor of Oxford University

（Pembroke College）, UK～平成１０（１９９８）年９月

平成１６（２００４）年４月 慶應義塾大学大学院法務研究科（法科大学

院）教授～平成３０（２０１８）年３月

平成１６（２００４）年５月～現在 弁護士（第二東京弁護士会所属）

平成２７（２０１５）年４月 山梨学院大学大学院法務研究科客員教授

～平成２９（２０１７）年３月

平成３０（２０１８）年４月～現在 専修大学法学部教授

平成３０（２０１８）年４月～現在 慶應義塾大学名誉教授

≪非常勤講師≫

昭和５５（１９８０）年４月～昭和５６（１９８１）年３月 岩手大学人文社会科学部

昭和５８（１９８３）年４月～昭和５９（１９８４）年９月 北海学園大学法学部

平成３（１９９１）年４月～平成７（１９９５）年３月 國學院大學法学部

平成１１（１９９９）年４月～平成１４（２００２）年３月 〃

平成３（１９９１）年１０月～平成６（１９９４）年９月 東京都立大学法学部

平成４（１９９２）年４月～平成８（１９９６）年３月 立教大学法学部

平成４（１９９２）年４月～９月 福島大学行政社会学部

平成５（１９９３）年４月～９月 〃

平成６（１９９４）年４月～平成７（１９９５）年３月 熊本大学法学部

平成７（１９９５）年４月～平成８（１９９６）年３月 筑波大学社会学類

平成７（１９９５）年４月～平成９（１９９７）年３月 筑波大学大学院経営政策科

学研究科

平成７（１９９５）年４月～平成８（１９９６）年３月 東北学院大学法学部
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平成７（１９９５）年４月～９月 中央大学法学部

平成８（１９９６）年４月～９月 名古屋大学大学院法学研究科

平成１２（２０００）年４月～平成１３（２００１）年３月 成蹊大学法学部

平成１２（２０００）年４月～平成１６（２００４）年３月 中央大学大学院法学研究科

平成１３（２００１）年４月～平成１４（２００２）年３月 信州大学経済学部

平成１３（２００１）年４月～平成１６（２００４）年３月 徳島大学総合科学部

平成１４（２００２）年４月～９月 一橋大学法学部・大学院法学研究科

平成１６（２００４）年４月～９月 金沢大学法学部

平成１７（２００５）年４月～９月 同志社大学大学院法学研究科

平成１７（２００５）年９月～平成２０（２００８）年３月 立教大学大学院法務研究科

平成１７（２００５）年９月～平成２７（２０１９）年３月 山梨学院大学大学院法務研

究科

平成２５（２０１３）年４月～平成２７（２０１５）年９月 東北大学大学院法学研究科

平成２９（２０１７）年４月～平成３０（２０１８）年９月 北海道大学大学院法学研究

科

平成３０（２０１８）年４月～平成３１（２０１９）年３月 慶應義塾大学大学院法務研

究科

令和元（２０１９）年４月～９月 小樽商科大学商学部

［社会的活動等］

日本民事訴訟法学会理事

平成元（１９８９）年５月～平成４（１９９２）年５月

平成７（１９９５）年５月～平成１０（１９９８）年５月

平成１９（２００７）年５月～平成２２（２０１０）年５月（雑誌担当理事）

平成２５（２０１３）年５月～平成２８（２０１６）年５月（総務担当理事）

昭和６４（１９８９）年１月～平成２（１９９０）年３月 松江地方裁判所管内司法委
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員

平成２（１９９０）年４月～平成７（１９９５）年３月 水戸地方裁判所管内司法委

員

平成８（１９９６）年１月～現在（外国留学期間を除く） 東京地方裁判所管内

司法委員

平成１１（１９９９）年１月～１１月 司法試験第二次試験考査委員（破産法）

平成１２（２０００）年１月～平成１７（２００５）年１１月 司法試験第二次試験考査委

員（民事訴訟法）

平成１３（２００１）年８月～平成１５（２００３）年７月 日本学術振興会特別研究員

等審査会専門委員

平成１３（２００１）年１２月～平成２１（２００９）年１１月 東京都（地方）労働委員会

公益委員

平成１４（２００２）年６月～平成２１（２００９）年６月 社団法人全国信販協会理事

平成１８（２００６）年１月～平成１９（２００７）年１２月 経済産業省・産業構造審議

会臨時委員

平成１８（２００６）年８月～平成２０（２００８）年９月 日本学術会議第２０期連携会

員

平成１９（２００７）年１月～平成２０（２００８）年１２月 総務省・債務調整等に関す

る調査研究会委員

平成１９（２００７）年９月～平成３１（２０１９）年３月 事業再生実務家協会理事

平成２０（２００８）年１月～現在 事業再生研究機構理事

平成２０（２００８）年２月～平成２１（２００９）年６月 独立行政法人大学評価・学

位授与機構評価専門委員

平成２５（２０１３）年５月～１１月 司法試験考査委員（民事訴訟法）

平成２８（２０１６）年５月～１１月 司法試験考査委員（倒産法）

平成２９（２０１７）年１１月～令和２（２０２１）年３月 司法試験考査委員（倒産法
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・主査）

令和元（２０１９）年４月～現在 一般社団法人事業再生実務家協会常議員

業 績

［著書］

『体系倒産法�〔破産・特別清算〕』（単著）（２００７）（中央経済社）

≪共著≫

『民事訴訟法入門（有斐閣双書）』（１９９９）（有斐閣）

『会社法』（２０００）（成文堂）

『会社法〔改訂版〕』（２００２）（成文堂）

『会社法〔第２版〕』（２００３）（成文堂）

『新しい株主代表訴訟』（２００３）（弘文堂）

『民事訴訟法入門〔第２版〕（有斐閣双書）』（２００４）（有斐閣）

『民事訴訟法入門〔第２版補訂版〕（有斐閣双書）』（２００６）（有斐閣）

『民事執行・民事保全法』（２０１０）（有斐閣）

『現代倒産手続法』（２０１３）（有斐閣）

『アクチュアル 民事の訴訟〔補訂版〕』（２０１６）（有斐閣）

『民事執行・民事保全法〔第２版〕』（２０２１）（有斐閣）

≪共編著≫

『民事救済手続法』（１９９９）（法律文化社）

『倒産法大系』（林屋礼二先生古稀記念論文集）（２００１）（弘文堂）

『民事救済手続法〔第２版〕』（２００２）（法律文化社）

『英米倒産法キーワード』（２００３）（弘文堂）

『企業紛争と民事手続法理論』（福永有利先生古稀記念）（２００５）（商事法
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務）

『新民事救済手続法』（２００６）（法律文化社）

『貸付用語辞典〔第９版〕』（共編）（２００７）（銀行研修社）

『民事再生法判例の分析と展開』（２０１１）（経済法令研究会）

『会社法学の省察』（新山雄三先生古稀記念）（２０１２）（中央経済社）

『ロースクール演習 倒産法』（２０１２）（法学書院）

『企業法の現在』（青竹正一先生古稀記念）（２０１４）（信山社）

『会社裁判にかかる理論の到達点』（２０１４）（商事法務）

『民事手続法の比較法的・歴史的研究』（河野正憲先生古稀祝賀）（２０１４）（慈

学社）

『民事訴訟法判例インデックス（２０１５）（商事法務）

『動産債権担保――比較法のマトリクス』（２０１５）（商事法務）

『企業法学の論理と体系』（永井和之先生古稀記念論文集）（２０１６）（中央経

済社）

『会社法新判例の分析』（２０１７）（中央経済社）

『現代民事手続法の課題』（春日偉知郎先生古稀祝賀）（２０１９）（信山社）

『実務からみる改正民事執行法』（２０２０）（ぎょうせい）

『改正民事執行法の論点と今後の課題』（２０２０）（勁草書房）

『民法と倒産法の交錯――債権法改正の及ぼす影響』（２０２３）（商事法務）

［分担執筆］

斎藤秀夫編著『注解民事訴訟法（７）』（１９８１）（第一法規）

石川明＝小島武司編『民事訴訟法』（１９８７）（青林書院）

遠藤浩編『基本法コンメンタール債権総論〔第３版〕』（１９８８）（日本評論

社）

小室直人編著『民事執行法講義』（１９８８）（法律文化社）
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川井健＝西原道雄＝吉野衛＝淡路剛久編『民法コンメンタール（９）債権

総則１』（１９８９）（ぎょうせい）

中野貞一郎＝道下徹編『基本法コンメンタール破産法』（１９８９）（日本評論

社）

小室直人編著『民事執行法講義〔改訂版〕』（１９９１）（法律文化社）

林屋礼二編『民事執行法』（１９９１）（青林書院）

上田徹一郎＝井上治典編『注釈民事訴訟法（２）』（１９９２）（有斐閣）

井上治典＝河野正憲＝佐上善和編『現代民事救済法入門』（１９９２）（法律文

化社）

中小企業事業団・中小企業研究所編『中小企業のM&A戦略』（１９９３）（企

業共済協会）

石川明＝小島武司編『民事訴訟法［改訂版］』（１９９３）（青林書院）

谷口安平＝井上治典編『新判例コンメンタール民事訴訟法�』（１９９５）（三

省堂）

遠藤浩編『基本法コンメンタール債権総論〔第４版〕』（１９９６）（日本評論

社）

斎藤秀夫＝西村宏一＝小室直人＝林屋礼二編著『注解民事訴訟法（１０）〔第

２版〕（１９９６）（第一法規）

林屋礼二編『民事執行法〔改訂版〕』（１９９６）（青林書院）

中野貞一郎＝道下徹編『基本法コンメンタール破産法〔第２版〕』（１９９７）

（日本評論社）

石川明＝小島武司編『新民事訴訟法［補訂版］』（１９９７）（青林書院）

林屋礼二編『民事執行法〔改訂第２版〕』（１９９８）（青林書院）

小室直人＝賀集唱＝松本博之＝加藤新太郎編『基本法コンメンタール新民

事訴訟法３』（１９９８）（日本評論社）

青山善充編『和議法の実証的研究』（１９９８）（商事法務研究会）

263



小室直人編著『民事執行法講義〔２訂版〕』（１９９８）（法律文化社）

斎藤秀夫＝麻上正信＝林屋礼二編『注解破産法下巻〔第３版〕』（１９９９）（青

林書院）

山口和男編『特別清算の理論と裁判実務〔新版〕』（２００２）（新日本法規出

版）

小室直人＝賀集唱＝松本博之＝加藤新太郎編『基本法コンメンタール新民

事訴訟法３〔第２版〕』（２００３）（日本評論社）

園尾隆司＝小林秀之編『条解民事再生法』（２００３）（弘文堂）

鎌田薫ほか編著『民事法�総則・物権』（２００５）（日本評論社）

遠藤浩編『基本法コンメンタール債権総論〔第４版〕平成１６年民法現代語

化（新条文対照補訂版）』（２００５）（日本評論社）

伊藤眞＝田原睦夫監修・全国倒産処理弁護士ネットワーク編『新注釈民事

再生法（上）』（２００６）（金融財政事情研究会）

竹下守夫編集代表『大コンメンタール破産法』（２００７）（青林書院）

園尾隆司＝小林秀之編『条解民事再生法〔第２版〕』（２００７）（弘文堂）

山口和男編『〔新会社法対応〕特別清算の理論と裁判実務』（２００８）（新日

本法規出版）

落合誠一監修・編著『保険法コンメンタール』（２００９）（（公財）損害保険

事業総合研究所）

落合誠一編『会社法コンメンタール（１２）』（２００９）（商事法務）

鎌田薫ほか編著『民事法�総則・物権〔第２版〕』（２０１０）（日本評論社）

才口千晴＝伊藤眞監修・全国倒産処理弁護士ネットワーク編『新注釈民事

再生法（上）〔第２版〕』（２０１０）（金融財政事情研究会）

江頭憲治郎＝弥永真生編『会社法コンメンタール（１０）』（２０１１）（商事法

務）

園尾隆司＝小林秀之編『条解民事再生法〔第３版〕』（２０１３）（弘文堂）
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落合誠一監修・編著『保険法コンメンタール〔第２版〕』（２０１４）（（公財）

損害保険事業総合研究所）

神田秀樹編『会社法コンメンタール（１５）』（２０１８）（商事法務）

潮見佳男編『新注釈民法（１９）相続（１）』（２０１９）（有斐閣）

酒巻俊雄＝龍田節編集代表『逐条解説会社法〔第６巻〕』（２０２０）（中央経

済社）

潮見佳男編『新注釈民法（１９）相続（１）〔第２版〕』（２０２３）（有斐閣）

［学術論文等］

「ドイツにおける株主総会決議を争う訴訟手続の変遷」岩手県立盛岡短期

大学・法経論叢１号（１９８０）

「株主総会決議無効確認訴訟における取消判決の可否」小樽商科大学・商

学討究３３巻４号（１９８３）

「法人の内部紛争における被告適格について（１）～（６・完）」判例タイム

ズ５２４号，５３１号，５３８号，５４４号，５５３号，５６６号（１９８４～１９８５）

「株主総会決議の効力停止仮処分」竹下守夫＝藤田耕三編『会社訴訟・会

社更生法』（裁判実務大系３）（１９８５）（青林書院）

「取締役の会社に対する連帯責任と訴訟告知」商事法務１０４２号（１９８５）

「決議不存在確認の訴えについて（上）（下）」商事法務１０７１号・１０７３号

（１９８６）

「手形訴訟」小山昇ほか編『演習民事訴訟法』（新演習法律学講座１２）

（１９８７）（青林書院）

「決議訴訟の機能と訴えの利益」日本民事訴訟法学会編・民事訴訟雑誌３４

号（１９８８）

「西ドイツにおける会社仮処分」竜嵜喜助先生還暦記念『紛争処理と正

義』（１９８８）（有斐閣）
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「法人の内部紛争における正当な当事者」三ヶ月章＝青山善充編『民事訴

訟法の争点［新版］』（１９８８）（有斐閣）

「株主総会決議訴訟の機能と訴えの利益（１）～（３・完）」民商法雑誌９９巻

４号，５号，６号（１９８９）

「株主総会の再決議と訴えの利益」商事法務１１８０号（１９８９）

「訴えの変更と出訴期間遵守の効力」服部榮三先生古稀記念『商法学にお

ける論争と省察』（１９９０）（商事法務研究会）

「株主総会決議訴訟と訴権の濫用」法学５４巻６号〔菅原菊志教授退官記念

号〕（１９９１）

「企業買収をめぐる裁判制度の問題点――特に新株発行差止仮処分が認容

されにくい理由について」商事法務１２６１号（１９９１）

「免責手続中の強制執行の可否ならびに不当利得」ジュリスト１０１４号

（１９９２）

「病院倒産法に関する総論的研究」法学５７巻６号〔林屋礼二教授退官記念

号〕（１９９４）

「和議手続の機関（上）（下）」NBL５４１号，５４２号（１９９４）（田邊誠氏〔現・

広島大学名誉教授〕との共同執筆）

「株主代表訴訟における担保提供の申立て（上）（中）（下）――特に担保

提供が認められるための要件について」商事法務１３５４号，１３５５号，１３５７

号（１９９４）

「株主代表訴訟制度――民事訴訟手続上の問題点について」ジュリスト

１０５０号（１９９４）

「株主総会決議の効力停止仮処分」竹下守夫＝藤田耕三編『会社訴訟・会

社更生法〔改訂版〕』（裁判実務大系３）（１９９４）（青林書院）

「更生管財人に対する裁判所の監督」青山善充＝金築誠志＝山内八郎編『会

社更生・会社整理・特別清算の実務と理論』（判例タイムズ８６６号）
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（１９９５）

「株主代表訴訟における担保提供について――蛇の目ミシン工業事件担保

提供決定に関する覚書」筑波法政１８号（その１）〔竹内教授・奈良教

授・平出教授・吉牟田教授退官記念号〕（１９９５）

「保険会社更生と保険契約者等の地位――現行会社更生法による倒産処理

の問題点」ジュリスト１０８０号（１９９５）

「提訴による時効中断の範囲」中野貞一郎先生古稀祝賀『判例民事訴訟法

の理論（上）』（１９９５）（有斐閣）

「株主代表訴訟の制度趣旨と現状」日本民事訴訟法学会編・民事訴訟雑誌

４２号（１９９６）

「株主代表訴訟の現状と問題点――『代表訴訟脅威論』について」法学セ

ミナー４９７号（１９９６）

「株主代表訴訟における訴訟参加」小林秀之＝近藤光男編『株主代表訴訟

大系』（１９９６）（弘文堂）

「株式をめぐる仮処分」中野貞一郎＝原井龍一郎＝鈴木正裕編『民事保全

講座〔第３巻〕』（１９９６）（法律文化社）

「株主総会をめぐる仮処分」中野貞一郎＝原井龍一郎＝鈴木正裕編『民事

保全講座〔第３巻〕』（１９９６）（法律文化社）

「市民の司法参加」岩村正彦編『現代の法 ５ 現代社会と司法システム』

（１９９７）（岩波書店）

「株主代表訴訟の制度趣旨と現状」民商法雑誌１１５巻４・５号（１９９７）

「倒産企業の経営者の責任」ジュリスト１１１１号（１９９７）

「特別養子と親子関係不存在確認の訴え――最高裁平成７年７月１４日判決

を素材として」山畠正男＝五十嵐清＝藪重夫先生古稀記念『民法学と

比較法学の諸相�』（１９９７）（信山社）

「保険金支払義務履行地の裁判籍――生命保険契約を中心に」菅原菊志先
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生古稀記念論集『現代企業法の理論』（１９９８）（信山社）

「イギリスの再建型企業倒産手続（１）～（３・完）」民商法雑誌１１８巻４・

５号，同６号，同１１９巻１号（１９９８）

「新再建型倒産手続の一つの方向（上）（下）――イギリス倒産法からの示

唆」ジュリスト１１４１号，１１４２号（１９９８）

「法人の内部紛争における正当な当事者」青山善充＝伊藤眞編『民事訴訟

法の争点［第三版］』（１９９８）（有斐閣）

「相続財産破産をめぐる近時の問題」大阪市立大学・法学雑誌４５巻３・４

号〔宮川知法教授追悼号〕（１９９９）

「担保権消滅請求制度と担保権の不可分性――フランス民法・倒産法から

の示唆」銀行法務２１第５６４号（１９９９）（�橋智也氏〔現・大阪大学教

授〕との共同執筆）

「イギリス倒産手続における担保権の処遇――再建型企業倒産手続を中心

に」民商法雑誌１２０巻４・５号（１９９９）

「倒産責任としての取締役資格剥奪について――イギリス法における取扱

い」加藤勝郎＝柿崎栄治先生古稀記念論集『社団と証券の法理』

（１９９９）（商事法務研究会）

「履行の確保」『民事再生法――理論と実務・民事再生手続の論点』（金

融・商事判例１０８６号）（２０００）

「申立原因」三宅省三＝池田靖編『実務解説一問一答 民事再生法』

（２０００）（青林書院）

「Arrangementと Composition（上）（下）」国際商事法務２８巻６号，７号

（２０００）（倉部真由美氏〔現・法政大学教授〕との共同執筆）（後，中

島弘雅＝田頭章一編『英米倒産法キーワード』（２００３）（弘文堂）に加

筆のうえ収録）

「民事再生法で変わる倒産手続構造」法学セミナー５５０号（２０００）
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「再生計画案の内容」才口千晴ほか編『民事再生法の理論と実務（下）』

（２０００）（ぎょうせい）

「民事手続法の観点からみた株主代表訴訟」ジュリスト１１９１号（２０００）

「民事再生手続における資本構成の変更」平出慶道＝高窪利一先生古稀記

念論文集『現代企業・金融法の課題（下）』（２００１）（信山社）

「Reconstruction, Rehabilitation, Reorganization」国際商事法務２９巻６号

（２００１）（倉部真由美氏〔現・法政大学教授〕との共同執筆）（後，中

島弘雅＝田頭章一編『英米倒産法キーワード』（２００３）（弘文堂）に加

筆のうえ収録）

「新株発行の差止め」井上治典ほか編『差止めと執行停止の理論と実務』（判

例タイムズ１０６２号）（２００１）

「民事再生手続による倒産企業の再建」河野正憲＝中島弘雅編『倒産法大

系』（２００１）（弘文堂）

「倒産企業の経営者に対する責任追及――損害賠償請求権の査定制度を中

心に」河野正憲＝中島弘雅編『倒産法大系』（２００１）（弘文堂）

「倒産企業の再生と当事者主義の原則――再生手続の当事者主義的運用の

ために」小島康裕教授退官記念『現代企業法の新展開』（２００１）（信山

社）

「法人の内部紛争における被告適格論・再論――会社法上の確認訴訟・形

成訴訟を素材として」新堂幸司先生古稀祝賀『民事訴訟法理論の新た

な構築（上）』（２００１）（有斐閣）

「少額訴訟判決と強制執行・不服申立て」吉村徳重先生古稀記念論文集『弁

論と証拠調べの理論と実践』（２００２）（法律文化社）

「口頭主義の原則と口頭弁論の在り方」鈴木正裕先生古稀祝賀『民事訴訟

法の史的展開』（２００２）（有斐閣）

「株主代表訴訟における訴訟参加」小林秀之＝近藤光男編『株主代表訴訟
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大系〔新版〕』（２００２）（弘文堂）

「〔特集・破産法改正の論点〕各種契約の取扱い」ジュリスト１２３６号

（２００２）

「〔特集・会社更生法改正〕更生債権・更生担保権」ジュリスト１２４１号

（２００３）

「特別清算の今日的意義と法改正の一つの方向」日本民事訴訟法学会編・

民事訴訟雑誌４９号（２００３）

「Receivership」中島弘雅＝田頭章一編『英米倒産法キーワード』（２００３）

（弘文堂）（倉部真由美氏〔現・法政大学教授〕との共同執筆）

「関係人集会とその機能」山本克己＝山本和彦＝瀬戸英雄編『新会社更生

法の理論と実務』（判例タイムズ１１３２号）（２００３）

「新株発行不存在確認訴訟に関する覚え書き――最高裁平成１５年３月２７日

第１小法廷判決を契機として」東京都立大学法学会雑誌４４巻２号〔渋

谷達紀教授退職記念号〕（２００４）

「米国・英国の倒産手続の主要な特徴と相違点について――再建型企業倒

産手続を中心に」事業再生研究機構編『プレパッケージ型事業再生』

（事業再生研究叢書３）（２００４）（商事法務）

「アメリカのプレパッケージ型倒産手続について」国際商事法務３３巻１号

（２００５）（村田典子氏〔現・成蹊大学教授〕との共同執筆）

「財団債権（総論）」全国倒産処理弁護士ネットワーク編『論点解説 新破

産法（下巻）』（２００５）（きんざい）

「文書提出義務の一般義務化と除外文書」福永有利先生古稀記念『企業紛

争と民事手続法理論』（２００５）（商事法務）

「営業譲渡による倒産処理と労働者の権利保護――再建型企業倒産手続を

中心に」谷口安平先生古稀祝賀『現代民事司法の諸相』（２００５）（成文

堂）
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「権利実現の実効性確保と民事手続法の改正――平成１５年・１６年改正民事

執行法を中心に」ジュリスト１３１７号（２００６）

「保全管理命令・保全管理人」櫻井孝一ほか編『倒産処理法制の理論と実

務』（別冊金融・商事判例）（２００６）（経済法令研究会）

「イギリスで道路公害訴訟が少ない理由について――手続法的問題関心か

ら」新堂幸司＝山本和彦編『民事手続法と商事法務』（２００６）（商事法

務）

「地方自治体の財政破綻と第三セクターの損失補償問題」事業再生と債権

管理１１９号（２００８）

「いま民事裁判に求められているもの――『審理の充実・迅速化』から『わ

かりやすく満足・納得のいく民事訴訟』へ」井上治典先生追悼論文集

『民事紛争と手続理論の現在』（２００８）（法律文化社）

「ドイツ倒産法の近時の運用状況について」小島武司先生古稀祝賀『民事

司法の法理と政策（上巻）』（２００８）（商事法務）（三上威彦氏〔現・慶

應義塾大学名誉教授〕との共同執筆）

「地方自治体の法的倒産処理手続をめぐる論点――とくに地方自治体に特

化した法的倒産処理手続創設の要否・可否について」Business & Eco-

nomic Review ２００８年１２月号（２００８）

「会社訴訟の争点」伊藤眞＝山本和彦編『民事訴訟法の争点』（２００９）（有

斐閣）

「当事者能力」伊藤眞＝山本和彦編『民事訴訟法の争点』（２００９）（有斐

閣）

「いわゆる『組織法』上の訴えの当事者適格，訴訟上の会社代表者をめぐ

る問題」日本民事訴訟法学会編・民事訴訟雑誌５５号（２００９）

「近時のイギリスにおける事業再生の枠組みについて」青山善充先生古稀

祝賀論文集『民事手続法学の新たな地平』（２００９）（有斐閣）
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「第三セクター等改革推進債による赤字第三セクターの債務整理」銀行法

務２１第７１０号（２００９）

「企業倒産に伴う労働法上の問題点」法学研究８３巻１号〔坂原正夫教授退

職記念号〕（２０１０）

「第三セクターの法的整理・特定調停の事例」宮脇淳編『第三セクターの

経営改善と事業整理』（２０１０）（学陽書房）

「消費者金融会社の民事再生をめぐる問題点――過払金債権の取扱いを中

心に」事業再生研究機構編『民事再生の実務と理論』（２０１０）（商事法

務）

「再建型倒産手続における事業譲渡と労働者の権利保護」ビジネス法務

２０１０年７月号（２０１０）

「監督委員の地位・監督委員による否認権の行使」高木新二郎＝伊藤眞編

集代表『講座倒産の法システム〔第３巻〕』（２０１０）（日本評論社）

「第三セクターの経営破綻と地方自治体の財政再建」沖縄国際大学・沖縄

法政研究１３号（２０１０）

「少数株主の締出しと対抗手段としての株主総会決議取消訴訟――日本高

速物流株主総会決議取消請求事件〔東京高判平成２２・７・７〕に関す

る覚書」東北学院法学７１号〔林伸太郎教授追悼号〕（２０１１）

「株式移転無効訴訟を本案とする商事仮処分について」慶應法学１９号

（２０１１）

「民事再生法の意義と判例の役割」中島弘雅＝多比羅誠＝須藤英章編『民

事再生法判例の分析と展開』（金融・商事判例１３６１号）（２０１１）（経済

法令研究会）

「ABL制度の現下の課題――主に経産省の ABL課題検討委員会調査結果

より」事業再生と債権管理１３２号（２０１１）

「ABL担保取引と倒産処理の交錯――ABLの定着と発展のために」金融法
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務事情１９２７号（２０１１）〔その後，同論文の要旨を口頭報告したものを

『金融法研究』２８号（２０１２）に掲載〕

「株主代表訴訟の解釈論上の問題点――訴訟参加と訴訟上の和解を中心

に」永井和之＝中島弘雅＝南保勝美編『会社法学の省察〔新山雄三先

生古稀記念〕』（２０１２）（中央経済社）

「役員責任追及訴訟と倒産手続」島岡大雄＝住友隆行ほか編『倒産と訴

訟』（２０１３）（商事法務）

「会社・取締役間の訴訟における会社代表者をめぐる問題点」田原睦夫先

生古稀・最高裁判事退官記念論文集『現代民事法の実務と理論（上

巻）』（２０１３）（金融財政事情研究会）

「再建型倒産手続と整理解雇法理（１）（２・完）――日本航空整理解雇事件

判決を手掛かりとして」慶應法学２６号・２８号（２０１３・２０１４）（上江洲

純子氏〔現・沖縄国際大学教授〕との共同執筆）

「倒産法再改正の論点について」法の支配１７０号（２０１３）

「商事留置権の扱い」園尾隆司＝多比羅誠編『倒産法の判例・実務・改正

提言』（２０１４）（弘文堂）

「文書提出命令の発令手続と裁判」栂善夫先生・遠藤賢治先生古稀祝賀『民

事手続における法の実践』（２０１４）（成文堂）

「金融 ADRの現状と課題」青竹正一先生古稀記念『企業法の現在』（２０１４）

（信山社）

「取締役職務執行停止・代行者選任仮処分」神作裕之＝中島弘雅ほか編『会

社裁判に係る理論の到達点』（２０１４）（商事法務）

「会社経営者の倒産責任の取り方に関する覚書き――イギリス倒産法から

の示唆」河野正憲先生古稀祝賀『民事手続法の比較法的・歴史的研

究』（２０１４）（慈学社）

「ファイナンス・リース契約と再生手続開始申立解除特約」石川明＝三木
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浩一編『民事手続法の現代的機能』（２０１４）（信山社）

「イギリスの事業再生手法としての『会社整理計画』」伊藤眞先生古稀祝賀

論文集『民事手続の現代的使命』（２０１５）（有斐閣）

「特殊な契約」竹下守夫＝藤田耕三編集代表『破産法大系第２巻〔破産実

体法〕（２０１５）（青林書院）（村田典子氏〔現・成蹊大学教授〕との共

同執筆）

「破産法１６４条（対抗要件否認）」法学教室４１４号（２０１５）

「ABL在庫担保における担保権実行手続」池田真朗＝中島弘雅＝森田修編

『動産債権担保――比較法のマトリクス』（２０１５）（商事法務）

「韓国の再建型倒産手続における労働者の権利保護――日本法との比較を

中心に」法律時報８８巻２号（２０１６）（金炳学氏〔元・福島大学准教授〕

との共同執筆）

「ABL在庫担保の実行手続に関する立法論について――近時の立法論の紹

介と検討」NBL１０７０号（２０１６）

「平成２６年改正会社法による多重代表訴訟の規律」永井和之先生古稀記念

論文集『企業法学の論理と体系』（２０１６）（中央経済社）

「包括的債権譲渡担保権の倒産上の取扱い――『循環型 ABL』を念頭に置

いて」伊藤眞＝園尾隆司＝多比羅誠編集代表『倒産法の実践〔才口千

晴先生喜寿記念〕』（２０１６）（有斐閣）

「株主代表訴訟と文書提出命令――神戸地裁平成２４年５月８日決定を契機

として」徳田和幸先生古稀祝賀論文集『民事手続法の現代的課題と理

論的解明』（２０１７）（弘文堂）

「破産手続終結による破産者の財産管理処分権の回復について――免責不

許可決定が財産管理処分権回復に及ぼす影響」立命館法学３６９・３７０合

併号〔生熊長幸教授＝加波眞一教授＝二宮周平教授退職記念論文集〕

（２０１７）
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「倒産 ADRの現状と課題――『法的整理から倒産 ADRへ』の流れを受け

て」上野𣳾男先生古稀祝賀論文集『現代民事手続の法理』（２０１７）（弘

文堂）

「近時のイギリスにおける事業再生スキームの概要」事業再生と債権管理

１５７号（２０１７）

「倒産 ADRの現状と課題」銀行法務２１第８２０号（２０１７）〔前掲論文「倒産 ADR

の現状と課題」『現代民事手続の法理』をその後の研究成果を踏まえ

て再構成したもの。後，倒産実務交流会編『続・争点 倒産実務の諸

問題』（２０１９）（青林書院）に収録〕

「事業再生手法としての特定調停について――司法型倒産 ADRの課題と

展望」高橋宏志先生古稀祝賀論文集『民事訴訟法の理論』（２０１８）（有

斐閣）

「調査嘱託に対する回答拒絶と不法行為の成否」春日偉知郎先生古稀祝賀

『現代民事手続法の課題』（２０１９）（信山社）

「破産債権確定後の破産会社に対する再生手続開始の可否――ビットコイ

ン取引所MTGOXの倒産事件を素材として」多比羅誠弁護士喜寿記

念論文集『倒産手続の課題と期待』（２０２０）（商事法務）

「民事執行法改正の総括」法律のひろば７３巻３号（２０２０）

「会社法４８４条３項は破産法改正の忘れ物？――破産法上の否認権との比較

から」加藤哲夫先生古稀祝賀論文集『民事手続法の発展』（２０２０）（成

文堂）

「債務者の財産情報取得手続の現状と課題――令和元年改正民事執行法の

規律を踏まえて」加藤新太郎先生古稀祝賀論文集『民事裁判の法理と

実践』（２０２０）（弘文堂）

「民事執行法の制定とその後の法改正の経緯」中島弘雅＝内田義厚＝松嶋

隆弘編『改正民事執行法の論点と今後の課題』（２０２０）（勁草書房）
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「動産・債権担保と倒産をめぐる立法的課題――担保実行に対する中止命

令制度を中心に」法律時報９２巻１１号（２０２０）

「改正民事執行法の概要と意義・留意点・課題」中島弘雅＝松嶋隆弘編『実

務からみる改正民事執行法』（２０２０）（ぎょうせい）〔前掲論文「民事

執行法改正の総括」に加筆・修正をした上で同書に収録〕

「イギリスの事業再生と Receivershipの果たした役割」専修ロージャーナ

ル１６号（２０２０）

「役員選任決議の瑕疵を争う訴えの利益について――最（一小）判令和

２・９・３民集７４巻６号１５５７頁・金判１６０９号８頁・１６１０号４８頁を契機

として」金融・商事判例１６１６号（２０２１）

「イギリスの Receivershipとそれを支える諸制度」東京弁護士会倒産法部

編『担保法と倒産・金融の実務と理論――担保法の検討課題』（別冊

NBL１７８号）（２０２１）（商事法務）〔編者の求めに応じて，前掲論文「イ

ギリスの事業再生と Receivershipの果たした役割」の一部に加筆し

再構成したもの〕

「再生債権査定異議訴訟における提訴期間経過後の残部請求の可否――

MTGOXの再生事件における１つの論点」松久三四彦先生古稀記念

『時効・民事法制度の新展開』（２０２２）（信山社）

「暗号資産をめぐる民事執行法上の問題点（上）（下）」NBL１２２５号・１２２７

号（２０２２）

「破産法２５３条１項２号の『悪意』の判断基準――東京高判令和４・１２・８

本誌本号３６頁」金融・商事判例１６７０号（２０２３）

「敷金返還請求権と倒産法――破産手続と民事再生手続を中心に」中島弘

雅＝片山直也＝岡伸浩編集代表『民法と倒産法の交錯――債権法改正

の及ぼす影響』（２０２３）（商事法務）

「『事業担保構想』に関する覚書――イギリスの receivership制度との比較
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から」事業再生研究機構編『担保法改正と事業再生』（近刊）（商事法

務）

［判例評釈等］

「慰藉料請求権の破産財団への帰属の適否（大阪高判昭和５４・３・３０判時

９４１号５頁）」岩手県立盛岡短期大学・法経論叢２号（１９８１）

「株主総会決議無効確認の訴えにおける決議取消の主張と出訴期間（最判

昭和５４・１１・１６民集３３巻７号７００頁）」法学４６巻５号（１９８２）

「訴訟係属中における弁護士の死亡と連邦弁護士法に基づく一般代理人の

代理権（BGH, Beschluß v.10.11.1981, JZ 1982, 333f.〔ドイツ民事訴訟

法関係新判例紹介〕）」判例タイムズ４８５号（１９８３）

「本人訴訟における訴訟代理権消滅後の送達（OLG Hamburg, Beschluß v.

25.5.1982, NJW 982, 1887f.〔ドイツ民事訴訟法関係新判例紹介〕）」判

例タイムズ５００号（１９８３）

「破産債権者の届出債権に対する異議申立と債権届出による時効中断の効

力（最判昭和５７・１・２９民集３６巻１号１０５頁）」法学４８巻２号（１９８４）

「清算結了登記後の会社の当事者能力――解散決議確認訴訟の場合（東京

高判昭和５７・１２・２３判時１０６７号１３１頁）」ジュリスト８４７号（１９８５）

「組合員の除名とその総会決議無効確認の訴え――事業協同組合の場合（大

阪高判昭和５８・１１・３０判時１１１５号１２６頁）」ジュリスト８７４号（１９８６）

「株主総会決議不存在確認の訴えと同取消の訴えとの関係――取締役が引

受担保責任により株主となる時期（東京高判昭和５９・４・１７判時１１２６

号１２０頁）」ジュリスト８９４号（１９８７）

「縁組が無効であるとの主張と離縁無効確認の訴えの利益（最判昭和６２・

７・１７民集４１巻５号１３８１頁）」民商法雑誌９８巻４号（１９８８）

「訴えの提起が違法な行為となる場合（最判昭和６３・１・２６民集４２巻１号
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１頁）」法学教室９６号（１９８８）

「会社役員の選任決議取消の訴えの利益――取締役会決議の瑕疵（東京高

判昭和６０・１０・３０判時１１７３号１４０頁）」ジュリスト９２０号（１９８８）

「宗教法人の責任役員会における代表役員選任決議が無効であるとされた

事例――世界救世教代表役員解任事件第１審判決（静岡地沼津支判昭

和６３・２・２４判時１２７５号２６頁）」判例評論３６１号（判例時報１２９７号）

（１９８９）

「協同組合の総代の地位無効確認訴訟の被告適格（大阪地判昭和５９・２・

２９判タ５２５号２８６頁）」法学５３巻２号（１９８９）

「計算書類等承認の株主総会決議取消の訴えの利益（最判昭和５８・６・７

民集３７巻５号５１７頁）」法学協会雑誌１０６巻１１号（１９８９）

「保全管理命令の効力（大阪高判昭和５６・１２・２５判時１０４８号１５０頁）」新堂

幸司＝霜島甲一＝青山善充編・新倒産判例百選（別冊ジュリスト１０６

号）（１９９０）

「差止めの仮処分に違反した新株の発行と仮処分決定の取消（京都地判昭

和６１・２・２７判時１１９９号１５５頁）」ジュリスト９６０号（１９９０）（東京大学

商法研究会編『商事判例研究昭和６１年度』所収）

「会社債権者と株主総会決議不存在確認の訴えの原告適格（名古屋地判昭

和６１・１０・２７判時１２５１号１３２頁）」ジュリスト９６４号（１９９０）（東京大学

商法研究会編『商事判例研究昭和６１年度』所収）

「いわゆる家元制度を採って活動を行っている日本舞踊の流派において，

当該流派から破門された後も類似『流名』を使用して舞踊活動をして

いる元名取に対して，家元から提起された『流名』等の使用の差止請

求が認められた事例――若柳流名取事件第１審判決（大阪地判平元・

４・１２判時１３０６号１０５頁）」判例評論３８１号（判例時報１３５８号）（１９９０）

「保険金支払義務履行地の裁判籍――普通保険約款の義務履行地特約の効
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力（高松高決昭和６２・１０・１３高裁民集４０巻３号１９８頁）」ジュリスト９９０

号（１９９１）（東京大学商法研究会編『商事判例研究昭和６２年度』所

収）

「会社更生手続の開始，終結と株主の代表訴訟（大阪高判平成元・１０・２６

判タ７１１号２５３頁・金法１２４２号１０７頁）」私法判例 リ マ ー ク ス２号

（１９９１）

「法人の内部紛争――銀閣寺事件（最判昭和４４・７・１０民集２３巻８号１４２３

頁）」新堂幸司＝青山善充＝高橋宏志編・民事訴訟法判例百選�（別

冊ジュリスト１１４号（１９９２）

「受継決定のみの上告（最判昭和４８・３・２３民集２７巻２号３６５頁）」新堂幸

司＝青山善充＝高橋宏志編・民事訴訟法判例百選�（別冊ジュリスト

１１５号）（１９９２）

「�商法２０３条２項所定の指定及び通知を欠く株式の共同相続人と株主総会

決議不存在確認の訴えの原告適格，�商法２０３条２項所定の指定及び

通知を欠く株式の共同相続人が株主総会決議不存在確認の訴えの原告

適格を有するとされた事例（最判平成２・１２・４民集４４巻９号１１６５

頁）」民商法雑誌１０６巻３号（１９９２）

「商法２０３条２項の権利行使者の通知と原告適格（最判平成３・２・１９金判

８７６号３頁）」民商法雑誌１０６巻３号（１９９２）

「破産者による強制和議の提供と提供棄却事由（静岡地富士支決昭和６３・

６・１５判時１２９３号１７１頁）」ジュリスト１００７号（１９９２）

「取締役に対する退職慰労金支給と更生管財人による否認権行使（東京高

判平成元・１２・１４判時１３４３号１４１頁）」ジュリスト１０１７号（１９９３）

「株主代表訴訟の提起と不法行為（東京地判平成２・５・２５判時１３８３号１３９

頁・金判８７１号３４頁）」ジュリスト１０３９号（１９９４）

「転付命令（３）――不法行為の加害者による転付命令取得（最判昭和５４・
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３・８民集３３巻２号１８７頁）」竹下守夫＝伊藤眞編・民事執行法判例百

選（別冊ジュリスト１２７号）（１９９４）

「取締役職務執行停止仮処分と保全の必要性（名古屋高決平成２・１１・２６

判時１３８３号１６３頁）」ジュリスト１０５７号（１９９４）

「株主総会決議取消訴訟における担保提供（仙台地決平成３・１２・１６判時

１４３３号１３６頁）」ジュリスト１０６３号（１９９５）

「ゴルフ会員権乱売の被害者による破産申立て――ケン・インターナショ

ナル破産申立事件（東京地決平成４・４・２８判時１４２０号５７頁）」ジュ

リスト１０８０号（１９９５）

「移送決定に対する抗告審の審理（浦和地決平成５・６・１４判時１４８６号１０７

頁）」ジュリスト１０８８号（１９９６）

「特別養子縁組の審判と親子関係不存在確認の訴えの利益（最判平成７・

７・１４民集４９巻７号２６７４頁）」平成７年度重要判例解説（ジュリスト

臨時増刊１０９１号）（１９９６）

「株主代表訴訟における会社の補助参加――東京地裁平成７・１１・３０決定，

名古屋地裁平成８・３・２９決定」ジュリスト１０９７号（１９９６）

「抵当証券による競売申立てと弁済期到来の証明（東京高決平成４・３・

３０高裁民集４５巻１号９６頁）」ジュリスト１１０４号（１９９７）

「法人の内部紛争――銀閣寺事件（最判昭和４４・７・１０民集２３巻８号１４２３

頁）」新堂幸司＝青山善充＝高橋宏志編・民事訴訟法判例百選�［新

法対応補正版］（別冊ジュリスト１４５号）（１９９８）

「受継決定のみの上告（最判昭和４８・３・２３民集２７巻２号３６５頁）」新堂幸

司＝青山善充＝高橋宏志編・民事訴訟法判例百選�［新法対応補正

版］（別冊ジュリスト１４６号）（１９９８）

「和議開始前の保全処分と期限の利益喪失特約の効力（東京地判平成８・

１１・２６判時１６１６号７９頁）」ジュリスト１１６０号（１９９９）
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「僧籍剥奪処分を受けた宗教法人の代表者による占有回収の訴え（最判平

成１０・３・１０判時１６８３号９５頁・判タ１００７号２５９頁・金判１０７６号１３頁）」

私法判例リマークス２１号（２０００）

「更生担保権の目的物の評価方法（大阪地判平成１０・１・３０判時１６４４号１６２

頁）」ジュリスト１２１３号（２００１）

「訴訟告知の効力の及ぶ範囲（最判平成１４・１・２２判時１７７６号６７頁・判タ

１０８５号１９４頁・金法１６４５号４９頁）」平成１３年度重要判例解説（ジュリス

ト臨時増刊１２２４号）（２００２）

「破産終結と取締役に対する損害賠償請求権の代位行使（大阪高判平成１１

・７・２１判時１６９８号１４２頁）」ジュリスト１２２９号（２００２）

「保全管理命令の効力（大阪高判昭和５６・１２・２５判時１０４８号１５０頁）」青山

善充＝伊藤眞＝松下淳一編・倒産判例百選〔第３版〕（別冊ジュリス

ト１６３号）（２００２）

「破産法上の義務違反と免責（�福岡高決昭和６２・２・１６判時１２４９号６９頁

・判タ６４５号２５６頁，�東京高決平成７・２・３判時１５３７号１２７頁・判

タ８７９号２７４頁）」青山善充＝伊藤眞＝松下淳一編・倒産判例百選〔第

３版〕（別冊ジュリスト１６３号）（２００２）

「文書提出命令（２）――自己専利用文書（稟議書）（最決平成１１・１１・１２

民集５３巻８号１７８７頁）」伊藤眞＝高橋宏志＝高田裕成編・民事訴訟法

判例百選〔第３版〕（別冊ジュリスト１６９号）（２００３）

「金融整理管財人の選任と組合員代表訴訟の帰趨（最判平成１５・６・１２民

集５７巻６号６４０頁）」私法判例リマークス２９号（２００４）

「再生計画における再生債権者間の平等――再生計画の違法な成立・内容

の不平等に対する不服申立て（東京高決平成１３・９・３金判１１３１号２４

頁）」ジュリスト１２７６号（２００４）

「差し押さえた株式の価額を零円とする譲渡命令の効力（�東京高決平成
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１２・７・１９高民集５３巻２号１０３頁，�最二小決平成１３・２・２３判時１７４４

号７４頁）」ジュリスト１２７７号（２００４）

「不動産競売申立書の被担保債権額の記載と配当表における是正の可否（最

判平成１５・７・３判時１９３５号７２頁・判タ１１３３号１２４頁・金法１６９０号１０６

頁・金判１１７９号８頁）」法学研究７７巻１０号（２００４）

「転付命令（４）――不法行為の加害者による転付命令取得（最判昭和５４・

３・８民集３３巻２号１８７頁）」伊藤眞＝上原敏夫＝長谷部由起子編・民

事執行・保全判例百選（別冊ジュリスト１７７号）（２００５）

「第三者名義の預金債権に対する差押命令の可否（東京高決平成１４・５・

１０判時１８０３号３３頁）」ジュリスト１３０３号（２００５）

「破産財団から放棄された財産を目的とする別除権放棄の意思表示の相手

方（最判平成１６・１０・１判時１８７７号７０頁・判タ１１６８号１３０頁・金法１７３１

号５６頁・金判１２０９号３８頁）」法学研究７９巻５号（２００６）

「破産法上の義務違反と免責（東京高決平成７・２・３判時１５３７号１２７頁・

判タ８７９号２７４頁）」青山善充＝伊藤眞＝松下淳一編・倒産判例百選〔第

４版〕（別冊ジュリスト１８４号）（２００６）

「支払保証委託契約の担保たる預金債権に対する転付命令の効力――担保

権利者による担保取消し申立ての可否（最決平成１５・３・１４判時１８２９

号７６頁）」ジュリスト１３２５号（２００６）

「更生管財人による否認権行使の効果の及ぶ範囲（最判平成１７・１１・８民

集５９巻９号２３３３頁）」私法判例リマークス３４号（２００７）

「転付命令における被転付適格――券面額（最決平成１８・４・１４民集６０巻

４号１５３５頁）」平成１８年度重要判例解説（ジュリスト１３３２号）（２００７

「取締役解任・選任に関する株主総会決議不存在確認の訴えの利益（福岡

地判平成１６・４・２７金判１１９８号３６頁）」判例タイムズ１２４０号（２００７）

「第三者異議訴訟の原告についての法人格否認の法理の適用（最判平成１７
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・７・１５民集５９巻６号１７４２頁）」法学研究８０巻８号（２００７）

「登録自動車を目的とする民法上の留置権による競売における民事執行法

１８１条１項１号所定の『担保権の存在を証する確定判決』（最判平成１８

・１０・２７民集６０巻８号３２３４頁）」法学研究８１巻５号（２００８）

「特別養子審判の準再審事由（最判平成７・７・１４民集４９巻７号２６７４頁）」

水野紀子＝大村敦志＝窪田充見編・家族法判例百選〔第７版〕（別冊

ジュリスト１９３号（２００８）

「債権者代位権の訴訟による行使と被代位債権の被転付適格（大阪高決平

成１８・１２・１３判時１９８４号３９頁）」法学研究８２巻１０号（２００９）

「『実質的な競争関係』の意義が問われた楽天対 TBS会計帳簿等閲覧謄写

請求事件（東京地判平成１９・９・２０金判１２７６号２８頁）」ビジネス法務

９巻１２号（２００９年１２月号）（２００９）

「取締役選任・解任決議不存在確認訴訟係属中における会社の破産と訴え

の利益（最判平成２１・４・１７判時２０４４号７４頁・判タ１２９７号１２４頁・金

判１３２１号５１頁）」法学教室３５４号［別冊付録］判例セレクト２００９［�］

（２０１０）

「会社が破産した場合に，従前の役員がその地位を失うかどうかが争われ

た事件（最判平成２１・４・１７判時２０４４号７４頁・判タ１２９７号１２４頁・金

判１３２１号５１頁）」ビジネス法務１０巻８号（２０１０年８月号）（２０１０）

「引受承継人の範囲（最判昭和４１・３・２２民集２０巻３号４８４頁）」高橋宏志

＝高田裕成＝畑瑞穂編・民事訴訟法判例百選〔第４版〕（別冊ジュリ

スト２０１号）（２０１０）

「民事再生手続開始申立棄却事由の存否」（東京高決平成１９・７・９判タ

１２６３号３４７頁）ジュリスト１４０９号（２０１０）

「いわゆるフルペイアウト方式によるファイナンス・リース契約中の，ユ

ーザーについて民事再生手続開始申立てがあったことを契約解除事由
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とする旨の特約は，無効であるとされた事例（最判平成２０・１２・１６民

集６２巻１０号２５６１頁）」法学研究８４巻７号（２０１１）

「販売用土地に対する民事再生法上の担保権消滅許可の可否（東京高決平

成２１・７・７判時２０５４号３頁・判タ１３０８号８９頁・金法１８８９号４４頁・金

判１３２３号１６頁）」法学研究８５巻２号（２０１２）

「配当後の不当利得返還請求と配当異議の要否（最判平成１０・３・２６民集

５２巻２号５１３頁）」上原敏夫＝長谷部由起子＝山本和彦編・民事執行・

民事保全判例百選〔第２版〕（別冊ジュリスト２０８号）（２０１２）

「取立委任手形につき商事留置権を有する銀行が，顧客についての再生手

続開始決定後に同手形を取り立て，取立金を銀行が有する貸付金債権

の弁済に充当することの可否（最判平成２３・１２・１５民集６５巻９号３５１１

頁・金法１９４０号９６頁）」金融法務事情１９５３号（２０１２）

「委託を受けない保証人の事後求償権による相殺の可否（最判平成２４・５

・２８民集６６巻７号３１２３頁）」平成２４年度重要判例解説（ジュリスト１４５３

号）（２０１３）

「定額郵便貯金債権が遺産に属することの確認を求める訴えの利益（最判

平成２２・１０・８民集６４巻７号１７１９頁）」法学研究８６巻６号（２０１３）

「無届けの過払金返還請求権への弁済を定める再生計画（最判平成２３・３

・１金判１３６９号１８頁）」私法判例リマークス４６号（２０１３）

「会社の『内部文書』に対して文書提出命令が発令された事例（上）（下）

（神戸地決平成２４・５・８金判１３９５号４０頁）」ビジネス法務１３巻６号・

７号（２０１３）

「弁済による代位と財団債権性・共益債権性の承継（�最判平成２３・１１・

２２民 集６５巻８号３１６５頁，�最 判 平 成２３・１１・２４民 集６５巻８号３２１３

頁）」伊藤眞＝松下淳一編・倒産判例百選〔第５版〕（別冊ジュリスト

２１６号）（２０１３）
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「生命保険契約に基づく保険金支払請求権を差し押える場合の特定方法（東

京高決平成２２・９・８判時２０９９号２５頁）」ジュリスト１４５８号（２０１３）

「更生手続開始時に係属していた本案訴訟が受継なく終了した場合と本案

訴訟に係る訴訟費用償還請求権の更生債権該当性（最判平成２５・１１・

１３民集６７巻８号１４８３頁）」法学研究８７巻６号（２０１４）

「個人再生手続において住宅資金特別条項を定めた再生計画が認可され，

保証会社の住宅資金貸付債権に係る保証債務の履行がなかったとみな

された場合（巻戻し）に，保証会社が支出した競売費用の償還を求め

る債権の性質（大阪高判平成２５・６・１９金判１４２７号２２頁）」金融法務

事情２００１号（２０１４）

「特別養子審判の準再審事由（最判平成７・７・１４民集４９巻７号２６７４頁）」

水野紀子＝大村敦志編・民法判例百選�親族・相続（別冊ジュリスト

２２５号）（２０１５）

「債務者の代理人弁護士が債権者一般に対して債務整理開始通知を送付し

た行為が破産法１６２条１項１号イおよび３項にいう『支払の停止』に

該当するとされた事例（最判平成２４・１０・１９判時２１６９号９頁・判タ

１３８４号１３０頁・金法１９６２号６０頁・金判１４０６号２６頁）」法学研究８８巻８号

（２０１５）

「引受承継人の範囲（最判昭和４１・３・２２民集２０巻３号４８４頁）」高橋宏志

＝高田裕成＝畑瑞穂編・民事訴訟法判例百選〔第５版〕（別冊ジュリ

スト２２６号）（２０１５）

「�代位弁済者が原債権を財団債権として破産手続外で行使することの可

否（最判平成２３・１１・２２民集６５巻８号３１６５頁），�代位弁済者が原債

権を共益債権として再生手続外で行使することの可否（最判平成２３・

１１・２４民集６５巻８号３２１３頁）」法学研究８９巻４号（２０１６）

「会社の『内部文書』と文書提出命令〔シャルレ事件〕（神戸地決平成２４・
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５・８金判１３９５号４０頁）」永井和之＝中島弘雅＝南保勝美編『会社法

新判例の分析』（中央経済社）（２０１７）

「第三者異議の訴えの原告についての法人格否認の法理の適用（最判平成

１７・７・１５民集５９巻６号１７４２頁）」永井和之＝中島弘雅＝南保勝美編

『会社法新判例の分析』（中央経済社）（２０１７）

「取締役選任・解任決議不存在確認訴訟係属中における会社の破産と訴え

の利益〔花水館事件〕（最判平成２１・４・１７判時２０４４号７４頁・判タ１２９７

号１２４頁）」永井和之＝中島弘雅＝南保勝美編『会社法新判例の分析』

（中央経済社）（２０１７）

「不動産強制競売の期間入札において，執行官が無効な入札をした者を最

高価買受申出人と定めたとして売却不許可決定がされ確定した場合に，

当初の入札までの手続を前提に再度の開札期日を開くこととした執行

裁判所の判断に違法がないとされた事例（最判平成２６・１１・４判時

２２５３号２３頁）」法学研究９０巻４号（２０１７）

「原告の被告に対する不貞行為に基づく慰謝料請求権が破産法２５３条１項２

号の非免責債権に該当しないとされた事例（東京地判平成２８・３・１１

判タ１４２９号２３４頁）」法学研究９０巻７号（２０１７）

「特別養子審判の準再審事由（最判平成７・７・１４民集４９巻７号２６７４頁）」

水野紀子＝大村敦志編・民法判例百選�親族・相続〔第２版〕（別冊

ジュリスト２３９号）（２０１８）

「第三債務者が差押債務者に対する弁済後に差押債権者に対してした更な

る弁済と偏頗行為否認（最判平成２９・１２・１９判時２３７０号２８頁・判タ

１４４８号５２頁・金判１５４３号２８頁）」平成３０年度重要判例解説（ジュリス

ト１５３１号）（２０１９）

「配当後の不当利得返還請求と配当異議の要否（最判平成１０・３・２６民集

５２巻２号５１３頁）」上原敏夫＝長谷部由起子＝山本和彦編・民事執行・
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保全判例百選〔第３版〕（別冊ジュリスト２４７号）（２０２０）

「いわゆる『全店一括順位付け方式』による預金債権の特定が適法とされ

た事例（名古屋高金沢支決平成３０・６・２０判時２３９９号３３頁）」法学研

究９３巻４号（２０２０）

「固有必要的共同訴訟の成否（３）――共同相続人に対する訴え（最判昭和

４３・３・１５民集２２巻３号６０７頁，判時５１３号５頁，判タ２２１号１１４頁）」

�田裕成＝畑瑞穂＝菱田雄郷編・民事訴訟法判例百選〔第６版〕（別

冊ジュリスト２６５号（２０２３）

［解説等］

「調停制度の展望」石川明＝梶村太市編『民事調停法』（現代法律実務講

座）（１９８５）（青林書院）

「訴訟告知の効力に関する事件」，「チッソ株主総会決議取消事件」中川淳

編集代表『増補判例辞典』（１９８６）（六法出版社）

「協同組合における組合員の除名制度について」中小企業と組合４２巻８号

（１９８７）

「協同組合の総代の地位を争う訴訟について」中小企業と組合４３巻５号

（１９８８）

「国際機関への国際裁判管轄」，「再移送の許否」，「移送の手続」，「法人代

表者の交替と通知」，「非弁護士活動」，「離縁無効確認の利益」，「仲裁

契約の成立」新堂幸司＝青山善充＝高橋宏志編『民事訴訟法判例百選

�』（別冊ジュリスト１１４号）（１９９２）（有斐閣）

「会社訴訟」，「証書真否確認の訴え」，「中間確認の訴え」，「法人の内部紛

争」宮脇幸彦＝林屋礼二編集代表『民事手続法辞典（上）（中）

（下）』（１９９５）（ぎょうせい）

「新しい破産法の概要（上）（中）（下）」市民と法２８号，２９号，３０号（２００４）
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「倒産法とは何か」法学セミナー６２２号（２００６）

「M&Aと労使関係」労使研（労使関係研究協会）１１６号（２００６）

「第三セクターの経営破綻と地方自治体の損失補償」事業再生実務家協会

公企業体再生委員会編『地域力再生――三セク・地域交通・自治体病

院の再生モデル』（２００７）（金融財政事情研究会）

「演習（民事訴訟法）」法学教室３３１号，３３３号，３３５号，３３７号，３３９号，３４１

号，３４３号，３４５号，３４７号，３４９号，３５１号，３５３号（２００８―２０１０）

「消費者破産」法学教室３５０号（２００９）

「赤字第三セクターの債務整理が進まないのはなぜ？」銀行法務２１第７２０号

（２０１０）

［学会報告・シンポジウム報告等（代表的なもののみ）］

研究報告「決議訴訟の機能と訴えの利益」第５７回日本民事訴訟法学会大会

（１９８７年５月１７日，於 東北大学）

シンポジウム報告「企業買収をめぐる裁判制度の問題点」第８３回（１９９１年

度前期）九州法学会大会（１９９１年６月１５日，於 九州大学）

シンポジウム報告「株主代表訴訟の制度趣旨と現状」第６５回日本民事訴訟

法学会大会（１９９５年５月２１日，於 東洋大学）（その内容は，日本民事

訴訟法学会編・民事訴訟雑誌４２号に掲載）

ワーク・ショップ主宰・報告「会社法上の訴訟の被告適格」第６２回日本私

法学会大会（１９９９年１０月１０日，於 同志社大学）

シンポジウム報告「司法制度改革と民事訴訟プラクティス」２００３年度日本

法社会学会学術大会（２００３年５月１７日，於 青山学院大学）

シンポジウム報告「会社法の制定と民事手続法上の問題点」第７８回日本民

事訴訟法学会大会（２００８年５月１８日，於 大阪市立大学）（その内容は，

日本民事訴訟法学会編・民事訴訟雑誌５５号に掲載）
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シンポジウム報告「ABLの現在・過去・未来――実務と比較法との対

話」第２８回金融法学会大会（２０１１年１０月８日，於 キャンパスプラザ

京都）

シンポジウム報告「倒産法制の再構築に向けて」大阪弁護士会・東京弁護

士会主催倒産法改正シンポジウム（２０１３年３月２７日，於 大阪弁護士

会館）（その内容は，金融法務事情１９７１号に掲載）

シンポジウム報告「日本の金融 ADRの現状と課題」韓国・西江大学校金

融法センター（Financial Law Center of Sogang University）主催の国

際シンポジウム “Alternative Means of Resolving Financial Disputes :

Trends and Prospects with Emphasis on Arbitration”（２０１３年１１月２２

日，於 Korea Seoul）

シンポジウム司会・報告「事業再生のツールとしての倒産 ADR――挑戦

する ADR」２０１５年度仲裁 ADR法学会大会（２０１５年７月１１日，於 学

習院大学）（シンポジウムの内容は，『仲裁と ADR』第１１号に掲載）

シンポジウム報告「倒産 ADRの現状と課題」日韓・韓日倒産処理法シン

ポジウム（日本学術振興会・韓国研究財団・２国間交流事業共同研

究）（２０１７年２月４日，於 早稲田大学）

シンポジウム報告「日本の事業再生制度の現状と将来の課題」東アジア倒

産再建協会主催・第９回東アジア倒産再建シンポジウム（２０１７年１１月

２５日・２６日，於 東京・グランドプリンスホテル高輪）

研究報告「暗号資産をめぐる民事執行法上の問題点」韓国民事執行法学会

・大法院主催の「〔韓国〕民事執行法制定２０周年記念学術大会」（２０２２

年６月１７日，於 韓国大法院 Korea Seoul））（報告内容は，ハングル

語訳も含めて，韓国民事執行法学会誌『民事執行法研究』１８巻２号

〔２０２２〕に掲載）
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［書評・文献紹介］

「Schmidt,Karsten ; Fehlerhafte Beschlüsse in Gesellschaften und Vereinen

（�）（�）―― Nichtigkeit, Anfechtbarkeit und Nichtigerklälung als

Structurprinzipien des inneren Verbandsrecht―― ; Die Aktienge-

sellschaft 1977,s,205ff.,243ff.」日本民事訴訟法学会編・民事訴訟雑誌

２８号（１９８２）

「伊藤眞『破産法〔新版〕』（有斐閣，１９９１）」法学教室１４０号（１９９２）

［座談会・対談等］

「株主代表訴訟の手続法的検討」ジュリスト１０６２号（１９９５）

「株主代表訴訟の手続法上の問題点」民商法雑誌１１５巻４＝５号（１９９７）

「イギリスの企業倒産手続の構造と会社法との接点」企業と法創造３巻１

号（通巻７号）（早稲田大学２１世紀 COE）（２００６）

「地方再生を考える�――土地活用による地域復興――」ターンアラウン

ドマネージャー２００７年４月号（２００７）

「自治体再生の政策学」北海道大学公共政策大学院『年報・公共政策学』

２号（２００８）

「事業担保をめぐる議論」東京弁護士会倒産法部編『担保法と倒産・金融

の実務と理論――担保法の検討課題』（別冊 NBL１７８号）（商事法務）

（２０２１）

［報告書等］

「保険会社倒産手続立法のあり方」（�橋宏志教授〔現・東京大学名誉教

授〕，岩原紳作教授〔現・東京大学名誉教授〕，山下友信教授〔現・東

京大学名誉教授〕，宮川知法教授〔元・大阪市立大学教授〕，山本弘教

授〔元・神戸大学教授〕との分担執筆）ジュリスト１０８０号（１９９５）
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『事業再生 ADR制度検討研究会報告書』（分担執筆）NBL９４３号（２０１０）

『事業再生に関する紛争解決手続の更なる円滑化に関する検討会報告書』

（分担執筆）（２０１５）（商事法務）

倒産労働法研究会『韓国整理解雇事件実態調査報告書』福島大学行政社会

論集２８巻２号（２０１６）（金炳学氏〔元・福島大学准教授〕，池田悠氏〔現

・北海道大学教授〕との共同執筆）

［巻頭言等］

「和議に代わる再建型手続としての民事再生」Credit & Law １２４号

（２０００）

「倒産処理の早期申立て実現のための試論」金融法務事情１５７８号（２０００）

「赤字第三セクターの債務整理のための特例地方債」金融・商事判例１３２２

号（２００９）

「民法６５３条２号の規律は果たして妥当か？」金融・商事判例１３２９号（２００９）

「ABLにおける担保権実行手続と再建型倒産手続との関係」金融・商事判

例１３３８号（２０１０）

「JALの会社更生と整理解雇問題」金融・商事判例１３５８号（２０１１）

「多数決による事業再生 ADR成立の可能性」金融・商事判例１３９９号

（２０１２）

「倒産・担保法制から見たイギリス法とアメリカ法」金融法務事情１９６２号

（２０１３）

「債務整理開始通知の『支払停止』該当性について」金融・商事判例１４２１

号（２０１３）

「会社役員の地位と民法６５３条２号改正論議」金融・商事判例１４３３号

（２０１４）

「求められる倒産法制の改正」ビジネス法務１４巻６号（２０１４）
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「監査役権限の限定登記と会社の訴訟代表者」金融・商事判例１４５４号

（２０１４）

「近時の行政型倒産 ADR盛況に潜む危険な兆候について」金融・商事判

例１４９９号（２０１６）

「令和元年改正民事執行法の意義」Business Law Journal ２０２０年６月号

（２０２０）

「電子メールの送信者情報の開示と『通信の秘密』保護の壁」金融・商事

判例１６３３号（２０２２）

［その他］

「オックスフォードにて」ジュリスト１１３８号（１９９８）

「事業再生 ADRのルーツとしてのイギリス倒産法」事業再生実務家協会

ニューズレター４号（２０１２）

「病院倒産法研究会から和議法研究会，そして民事再生法制定へ」新堂幸

司編集代表『日本法の舞台裏』（２０１６）（商事法務）

「倒産実務と外国法研究」第二東京弁護士会倒産法研究会『倒産法研究会

３０周年記念誌』（２０１８）（第二東京弁護士会））

「私のこれまでの研究の軌跡と今後の課題」専修大学法学研究所所報５８号

（２０１９）
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